





























法 857 条）を複数選任することを可能としたこと（民法 842 条の削除）に伴
い，未成年後見人が数人ある場合の権限行使等について新たな規定（民法 858

















基礎理論とその課題БNBL 1152 号（2019 年）42 頁。
(4) 直接には成年後見制度下における本人と成年後見人による財産管理についての











共に権限を有する事態がありうる（児福法 33 条の 2第 2項・47 条 3 項）。
(7) フランスでは，両親の婚姻の存否又は離別の前後にかかわらず，親権は両親に























力する義務を負うのが原則であり（民法 1627 条 1 項・2項），別居等により親
権行使の態様が変わる場合であっても，重要事項については双方の同意が必要


































(11) Nigel Lowe et Gillian Douglas, Bromley's Family Law, 11 ed▆, 2015, note
216 at p.393.


























(13) Bainham et Gilmore, supra note 12, p.189. 同所において，1989 年児童法よ
り前の関係する条文として挙げられているのは，それぞれ，Guardianship Act
1973, s1（1）と Children Act 1975, s85（3）である。


























(15) Law Com Report No172, Guardianship and Custody, 1988, at para2.10.
(16) Law Com, supra note 15, para2.10.
(17) Bainham et Gilmore, supra note 12, p.189.



























(19) RePC (Change of Surname) [1997] 2FLR730.
(20) ReH (Parental Responsibility) [1998] 1FLR855.

















































































































(27) Eekelaar, supra note 26, p429.
(28) 特定事項命令（a specific issue order）とは，児童法 8条 1項に基づいて裁判
所が行うことのできる，子に対する親権に関して生じた又は生じうる特定の問
題を決定するための指示を与える決定をいう。
(29) Eekelaar, supra note 26, p429.
(30) 後にAdoption and Children Act 2002 として成立した法律に先立つ議論であ
る。英国におけるこの論点についての詳細は，許末恵А英国における非婚の父
の法的地位（1）（2）：非婚の父による親責任の取得をめぐってБ青山法学 47


























(31) Eekelaar, supra note 26, p430.
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　まず，前提として，①から④の規律が働くのは，親権者が別居していると
きであることが通例であると考えられており，その状況において，子育てに
支障を生じさせない必要があることが考慮されている。この要請との関係で
は，子の日常生活に関わる重大ではない事項について，①のルールを採用す
ることが適切でないことは明らかである。①から④のルールの選択は，程度
問題が残るとはいえ，ある程度重大な事項の決定，実行を念頭に置いて，考
えられるべき問題であるといえる。
　子と同居しある事項を決定，実行しようとする親権者の立場を考えると，
考慮されるべき利益又は要請は，子の状況に応じて適時に適切に，なすべき
事項をすることが妨げられないということである。他の親権者との関係が良
好であれば②，③で求められる相談や通知は法的な強制がなくとも行われ，
①の同意であっても，取得することに困難は大きくないことが想定される。
法的ルールが現に働くのは親権者間の関係が良好でないときであることを考
えると，①や②の要求は適時の行動の障害となるおそれがある。父母が協力
して子育てに当たるのが望ましいという理念はその通りであるとしても，そ
れを実現するための方法が法的な義務を課すことではない可能性が示唆され
ているといえる。
　他方で，②以下のルールにおけるように，他の親権者の同意を不要とする
のであれば，他の親権者は，親権者でありながら，子に関する事項について
全く関わりを持ちえず，親権を有していることに意味がないとも思われる。
この点については，他の親権者の法的地位について，二つの段階に分けて，
捉えることができる。第一に，他の親権者には，なお子に関わる事項に関与
する法的地位が与えられているといえる。なぜなら，個々の行為の時点で同
意をする権限は認められないとしても，他の親権者は，例えば離婚時におい
て，事前に，親権行使のあり方について裁判所の決定を受けておくことが可
能であり，それがなされていれば，親権の行使は当該裁判所の事前の決定に
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服することとなる。また，他方親権者は，なされようとしている又はなされ
た行為に不服であれば，そのことを理由に裁判所に判断を求めることもでき
る。したがって，他方親権者は，裁判所の判断を求める地位を与えられるこ
とによって，子に関する事項について，子の利益を判断し，行為の選択に関
与する法的地位を認められているといえる。もっとも，④のルールにおいて
は，なされようとしている行為を知る機会が保障されていないため，裁判手
続に訴える可能性が実質的には閉ざされているといえ，親権を有することの
法的意味が無いとも思われる。それでもなお親権を与えていることの意味が
あるとすれば，上記第一として挙げた親権者の法的地位よりも内実が薄いも
のであり，その場合の親権は，親である地位と大差がなく，象徴的な意味を
有するにとどまるといえる。
（3）（2）での分析によれば，④の規律の程度にまで他の親権者の関与可能性
を低めるのであれば，親権は，親であることと区別される法的地位としては
象徴的なものが認められているにとどまると考えられる。だとすれば，当該
地位をА親権Бとして捉える必要性があるかは問題となり得る。英国で，④
の規律の例外を認める判例に批判的な上記学説が唱えられたのは，母と婚姻
していない父に親権を認めるかどうかが立法論的に検討された局面において
であった。その際には，通常は子を育てる母と同居していない父について，
拒否権はもとより，母が相談をしなければならない義務を認めることも，母
による円滑な子育てを阻害し得るものとして警戒されたわけなので，そもそ
も父に親権を与えないとの見解を採ることも十分に考えられた。にもかかわ
らず父に親権を与えることを前提として議論がされたのは，父を子の出生証
書に記載させ，母子に養育費を確保させるためには，象徴的な地位にとどま
るとしても，父にも親権を与え，責任を自覚させることが適切だと考えられ
たからであった。
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Ⅲ　まとめ
1．日本法の検討のための視点
　英国法についての議論を参照し，日本法の，主として立法論としての検討
に当たり，参考になる視点として，次の諸点が挙げられると考える。
　まず，離婚後の父母や嫡出でない子の父母が共に親権を有する可能性を認
めるかどうかを考えるに当たっては，親権を付与する場合に，それぞれの親
権者がどのように親権を行使することになるのかを検討することがまず重要
である。
　各親権者がどのように親権を行使するのか，具体的には，各親権者はどの
範囲の事項について，どのように決定し行動できるのか，他の親権者との関
係で，相談や同意を得るよう努めること等，どのような義務を負うのかにつ
いては，子と同居する親権者による円滑な親権行使による子の利益の実現，
他の親権者に確保されるべき関与の程度，親であることと区別される親権の
法的効果及びそれを付与されるべき親（又は里親その他の者）の範囲等を考慮
して，検討される必要がある。
　各親権者に対して，他の親権者の同意を得る義務又は相談をする義務を課
すことは，決定し行動しようとする親権者の親権行使の制約である反面で，
自らの関与なしに決定し行動をされない自由という利益を他の親権者に認め
ることを意味する。したがって，数人の親権者の親権行使の調整という問題
は，誰かに親権を認めるということはその者にどのような法的利益を認める
ことなのかということ，つまり親権の法的な意味を問うことでもある。
　とりわけ，他の親権者の事前の関与を保障せずに，各親権者が決定し行動
できるとすれば，他の親権者に与えられた親権には法的な意味は何もないと
も思われ，そのような場合になお親権を語るとすれば，それはどういうこと
なのかを考える必要がある。もっとも，事前の関与が保障されなければ，す
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なわち親権者である意味がないと結論づけることができるわけではない。な
ぜなら，親権者が数人ある場合には，事前の関与を保障するかどうかと関わ
りなく，子について行おうとする特定の事項について親権者の間で意見が一
致しない可能性が常に存するため，そのような事態への対応が必要であり，
その有力な方法として，裁判手続が考えられるからである。各親権者には，
事前の関与が保障されないとしても，少なくとも，他の親権者が，例えば子
の利益に反する決定，行動をするときには，裁判所に申立てを行い，裁判所
の判断を受ける方法を保障することが考えられる。英国における競合行使の
原則も，このような裁判手続の存在を前提としていることに注意が必要であ
る。
2．残された課題
　本稿では，数人の親権者が相互に負う義務を検討することの重要性を説い
たが，各親権者が義務を負う場合に，当該義務に違反して子に関する特定の
事項を決定，実行したときに，その効果がどうなるかという問題を扱うこと
ができなかった。子の利益に適合的な親権行使を実現するための望ましい規
律としては，義務に違反してなされた行為は無効であると単純に結論づける
のは適切ではないだろう。
　さらなる課題として，数人が親権を行使する場合において，親権の義務の
側面がどのような意味をもつかということがある。本稿での検討は，親権の
権限の側面に着目したものとなったが，親権者は，監護教育を行う権利を有
するだけではなく義務を負っている（民法 820 条）。このことからすれば，例
えば，ある親権者が子の利益に反する行為をしようとしているときに，他の
親権者は，裁判所に申し立てるなどの方法でそれを止める義務を負うという
ことにならないだろうか。
　これらの課題については，数人の者による権限行使についての諸法の規律
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も参考にしつつ，検討を行っていきたい。
【付記】本研究は，科研費（16H01985，16K03410）の助成を受けたもので
す。
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